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１．はじめに　

　2018年のPISA調査によると，日本の学校の「外国語」
の授業でICT機器を「使っていない」と回答した割合
は67.0％で，51参加国中ワースト1位という結果となっ
た1）。日常生活での使用率は高いものの，学習には十
分に生かされていないという課題が明らかとなった
中，2020年からの新型コロナウイルスの流行により，
全国の児童・生徒に1人1台端末を配布する「GIGAス
クール構想」が前倒しされた。そして，2022年3月1日
時点では，教育用コンピュータ1台当たりの児童生徒
数は，0.9人となり2），日本の学習環境は大きな変革期
を迎えている。
　ICT活用を形骸化しないために，その目的を意識す
る必要がある。現行の小学校学習指導要領（平成29年
告示）の外国語活動，外国語には，「児童が身に付け
るべき資質・能力や児童の実態，教材の内容などに対

して，視聴覚教材やコンピュータ，情報通信ネットワー
ク，教育機器などを有効活用し，児童の興味・関心を
より高め，指導の効率化や言語活動の更なる充実を図
るようにすること」3）と記載されている。つまり，小
学校外国語教育において，「視聴覚教材やコンピュー
タ，情報通信ネットワーク，教育機器」を用いる上で
重要となる鍵は，「学習意欲の向上」「指導の効率化」「言
語活動の充実」であることがわかる。
　さらに，「主体的・対話的で深い学び」の視点からも，
ICT活用の目的を確認しておく必要がある。小学校外
国語における「子どもの主体的な学び」を高める構造
として，「目標設定」「動機づけ」「学習方略」「メタ認
知」その過程で高まる「自己効力感」が自律した学習
の土台となる4）。このうちの「目標設定」とは，子ど
もが英語を使って行いたいことを目標として設定する
ことが必須であり，「動機づけ」としては，英語を使
うことが将来ではなく「今，ここ」で必要であると児
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童が感じられる必要感や生活とのつながりが重要とな
る。その例として，ICTを活用したゴール活動（単元
の最後の活動）があり，「オンラインで様々な国の小
学生と交流を行う」「民間の英会話講師と交流を行う」
等の実践では，児童のゴール活動への意欲を高めるこ
とが明らかとなっている5）6）。しかし，これらのゴー
ル活動の実現可能性は，学校や地域などの条件による
ため，汎用的ではないという課題があった。また，準
備等の負担が大きく，年に数回というイベント的な実
施となる傾向にあった。
　そこで，本研究では，「ICTを用いて他国の児童と
英語で交流を行うこと」を目指したスモールステップ
として，「学習意欲の向上」「指導の効率化」「言語活
動の充実」の点と「目標設定」と「動機づけ」の点か
ら有効な「同じ外国語習得の目標をもった日本に住む
児童同士での交流」を考案し，実践結果から検証する。
本研究における「ICTを用いた交流」とは，「インター
ネットを活用した遠隔交流」である。また，「他国の
児童」とは，「日本以外の国で英語を外国語として学
んでいる，もしくは母語や第二言語として英語を使用
している国に住んでいる児童」を指す。

2．先行研究

　まず，ICTを用いた国外との交流における先行研究
から明らかになっていることを整理する。
　Azmi7）は，ICT活用の効果における先行研究から，
ICT活用の重要性について，以下のようにまとめてい
る。

　　�Most reviewed studies reveal and demonstrate 
through research that  the appropr iate 
implementation of information technology in the 
language classroom promotes learning， 
enhances interaction and communication，
boosts autonomous learning，maximises 
targeted outcomes，motivates learners and 
helps them improve their performance in the 
EFL classroom.

　ICTを適切に導入すれば，学習の促進，相互作用と
コミュニケーションの強化，自律的学習の促進，目標
成果の最大化，学習者の動機づけ，パフォーマンス向
上に役立つ。しかし，ICT活用を繰り返しても十分な
教育的な計画がないと弱体化させる可能性があること
を指摘している。清水ら8）による研究では，海外の小
学生との交流活動を単元の最終タスクとして年間計画

に取り入れている。3回の海外交流学習での児童アン
ケート結果から「自分の英語は外国の人に通じると思
う」に関して，開始時よりも約3ヶ月後の平均値は1.03
ポイント上昇している。また，小林ら9）の研究による
と，聞くこと話すことへの興味や態度といった授業に
対する好意度は，遠隔交流の実践を繰り返し行うこと
で効果があると報告されている。木村ら10）による研
究では，小学校でのタブレットを使用したオーストラ
リアとの交流の結果，交流を繰り返し行うことで，情
意・意欲が高まっている。これらのことから，他国の
児童との交流の際には，継続的な活動として教育的な
計画に位置づけていくことが必要となる。
　ICTを用いた他国の児童との交流は，「やってみよ
う」という教師の意志が働かないと実践にはつながら
ない。また，交流を設定して実際に交流を行うことに
なる児童も「やってみたい」と思えなければ，「学習
意欲の向上」や「言語活動の充実」にはつながらない。
そこで，ICTを用いた他国との交流における教師の思
い，児童の思いをデータや先行研究から整理する。
　文部科学省は，外国語の指導におけるICTの活用事
例として，海外・遠隔地の児童生徒との交流を紹介し，
そのような活動を推奨している11）。しかし，令和4年
度「英語教育実施状況調査」によると，「児童生徒が
遠隔地の児童生徒等と英語で話をして交流する活動」
の割合は，小学校で11.4％，中学校で10.1％，高等学
校で19.8％と低いままである12）。
　Hashemi & Kew 13）は，英語教育におけるICT活用
に対する教師の関心の低さについて，その理由を33の
論文に基づいて考察し，その結果，ICT活用の弊害を
以下の3点として挙げている。

　　（ⅰ）�lack of teachers’confidence in using 
technology

　　（ⅱ）lack of effective training
　　（ⅲ）lack of time

　ICT活用を他国との交流に限定した場合でも，
Hashemi & Kew 13）が挙げているようにICT活用技術
への自信のなさや効果的な指導方法の問題，時間的な
問題があると考えられる。清水ら14）による，小学校・
中学校・高等学校120名への教員を対象としたICTを
用いた海外交流学習に対する意識調査では，交流への
意欲は肯定的であるものの，「準備する時間や心の余
裕がない」「海外交流はひとりの教員の熱意で成り立っ
ており，学校全体の活動にまで発展することは難しい」
という課題が明らかになっている。また，「インター
ネットを使った海外交流学習実施に向けての教員の不
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安要因」として，小学校教員の場合，「交流先を知ら
ない」「何から何まで一人では，できない」「上の項目
の問題を解決をする人がいれば，やってみたい」「英
語力に自信がない」「準備をする時間がない」が上位
の要因となっており，他国との交流先が見付かったと
しても，英語での打ち合わせや準備などの時間的ゆと
りのなさが大きな弊害となる可能性が高い。
　清水ら8）の海外交流の研究での児童アンケートで
は，「外国語活動の時間は楽しみだ」がやや減少し，「外
国語活動の時間は不安だ」が増加，「外国語活動をもっ
と頑張りたい」がやや上昇していることがわかってい
る。この相関関係は不明であるが，他国との交流が影
響している可能性があると言及している。
　よって，指導者にとっては，時間と心のゆとりのな
さ，英語力の課題があり，一部の児童には国外との交
流の壁が高いという課題がありうると言える。
　まず，指導者，児童の課題の共通点が「他国」とい
う点であると推測できる。そのため，「日本国内」で
の交流から始めて，スモールステップで「他国」との
交流を目指すことが有効であると考える。
　「他国」との交流と「日本国内」の交流では，それ
ぞれの目的は異なってくる。他国との交流であれば，
多くの場合，日本語が通じない環境におかれるため，
何とか伝えたいことを伝えよう，相手が言っているこ
とを聞き取ろうと，英語とコミュニケーション・スト
ラテジーを用いて努力することになる。しかし，「同
じ外国語習得の目標をもった日本に住む児童同士での

交流」あれば，日本語が通じる環境となってしまうこ
とが多く，そこへの甘えが生じることが予測できる。
また，他国であれば，文化の違いや共通点への気付き
から興味・関心が高まりやすい傾向にある5）6）。しか
し，日本文化を背景とする児童同士となると，国を超
えての文化理解はできず，地域的文化，個人的文化に
留まってしまう。この点が意欲低下につながらないよ
う，「地域や個々の違いを知るためにやり取りや発表
をしたい」と児童が思えるゴール活動を「目標設定」
とすることで，学んだことを活用して交流する「動機
づけ」になると考える。また，日本国内での交流であっ
ても，学級内でのやり取りや発表に留まらず，多くの
児童と交流が可能となることから「言語活動の充実」
を図ることができる。その交流が，児童の興味・関心
をより高め，「学習意欲の向上」につながれば，有効
な活動と言える。
　次に，時間と心のゆとりのなさの課題から，準備負
担が最も軽減できる方法を考える必要がある。「交流」
となると，その打ち合わせが必須であることから，同
じ教科書の同じ単元のゴール活動としてICTを用いた
交流を位置づけ，継続することでイベント的な取組で
はなくなり，「指導の効率化」につながる。
　よって，日本で同じ外国語習得の目標をもった児童
同士によるICTを用いた交流をゴール活動として設定
し，スモールステップで交流する範囲を広げていくこ
とで，「他国」との交流が汎用的に実現可能となると
考える。そのスモールステップの構想が表1である。

　最も容易に行えるICTを用いた交流としてのステッ
プ1では，同一校での交流が考えられる。同じ学校の
児童生徒同士であれば，体育館等に集まっての交流が
可能であるが，1学年複数学級の中規模校以上におい
ては体育等の関係から体育館確保が難しい場合もあ
る。その点，通常の授業形態と同様に教室にいながら
ICTを用いて交流することは，交流方法さえ周知でき
れば，継続しやすいと考える。また，指導者側として
は，校内の指導者との共同的な実践として進められる

ため，相談や交渉がしやすくなる。児童側としては，
知っている児童同士という安心感が得られ，学級内の
言語活動を更に改善して発表ややり取りを行う機会が
得られることで，自信やコミュニケーションの向上に
も効果的であると考えられる。さらに，新型コロナウ
イルスやインフルエンザなどの感染対策の面からも有
効である。
　ステップ2としては，同じ市町村内の交流である。
市町村の外国語部会などの研究会や教育委員会で交流

表１　ICTを用いた他国の児童生徒との交流を汎用的に行うためのスモールステップ
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を年間指導計画に取り入れることができれば，実現し
やすくなると考える。
　ステップ3としては，同じ都道府県内の児童生徒と
の交流である。ステップ2と同じく，都道府県におけ
る研究会や教育委員会で交流を位置づけることができ
ると考える。
　ステップ4としては，日本国内の児童生徒との交流
である。学会や研究会，教科書会社などによって交流
先を見付けることで，汎用的になると考える。
　ステップ5としては，他国の学校との交流が可能な
サイトなどを通して実施することができる。

３．研究目的

　本研究では，ICTを用いた他国との英語での交流を
汎用的，継続的に実施していくためのスモールステッ
プの第一段階として，以下の研究課題を設定する。
　同じ外国語習得の目標をもった同じ学校の児童同士
でICTを用いた交流を設定することによって，児童の
ゴール活動への学習意欲を高めることができるのか。
　

４．研究方法

　本研究における対象者は，奈良県内の公立小学校A
校第6学年，1組の児童27名，2組の児童28名，3組の児
童27名の計82名である。3学級の児童は，休み時間に
クラスに関係なく遊び，人間関係を構築できている児
童が多い。A校では，教諭3年目の外国語専科教諭が
第6学年全学級の指導にあたっており，本児童との関

係性も良好である。
　本研究における「交流」とは，外国語の学習におい
て，同じ単元目標を設定した学習を行い，単元の最後
のゴール活動として，個々の児童がICTを用いて学級
外の児童に発表したりやり取りを行ったりすることと
定義する。
　新しい試みは，その活動への興味・関心として高ま
る可能性が大きいことから，本研究は，2単元におけ
るそれぞれのゴール活動として， ICTを用いた校内交
流を2回実施することとした。
　本研究を実施する2単元では，「ICTを用いたゴール
活動の設定」以外の要素の影響を極力なくすため，指
導方法については研究前と何も変えることなく，指導
者に任せる形とした。授業構成としては，2単元とも
全8時間とし，第7時で学級内の交流を行い，第8時で
ICTを用いた交流のゴール活動を行った。単元の目標
は共に，「話すこと［発表］」とし，「それぞれの夏休
みについて知り合うために，発表し合う」，「食物連鎖
について考えるために，フードチェーンのアニマルク
イズを出し合う」ことを3学級共通の目標とした。そ
して，それぞれの発表後に簡単な英語での質問やリア
クション，やり取りを加えた。
　交流の方法としては，1学級を9グループに分け，各
学級の児童3，4名ずつで1グループ（9，10名）を構成
した。情報端末の画面が9分割もしくは10分割され，
発表者になると画面が拡大となるように設定した。本
来，1限目，2限目，3限目がそれぞれの学級の外国語
の授業時間であるが，そのうちの1コマを合同外国語
授業という形とした。

　事前アンケート結果で把握した「児童の不安」を軽
減するために，同じ学級のグループ（3，4名）ごとに
分かれて座るように指示した。1人1台の情報端末を立
ち上げ，マイク，スピーカーをオフにした後，授業を

始めた。最初は，外国語専科教諭がGoogle Meetを用
いて各教室のTVから挨拶や導入を行い，その後，児
童は指定されたMeetにそれぞれ参加し，交流を行っ
た。授業の最後には，外国語専科教諭が再び各教室の

図１　児童用端末画面
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TVから振り返りの指導を行うようにした。
　通常の授業では，担任は外国語の授業に参加はして
いないが，交流の際は，各担任がそれぞれの教室で児
童の様子を把握し，外国語専科教員は，3教室を順に

まわったり，各Meetに入って交流の様子を把握した
りするようにした。また，録画機能を用いて各Meet
の録画も行い，授業後に視聴できるようにした。

　本研究における「ゴール活動への学習意欲」を，「児
童にとって，また，やってみたいと思える活動となっ
ていたかの変容」とし，アンケート項目は，「ゴール
活動で，学級以外の人と交流したり発表したりしてみ
たいと思いますか」とした。回答は「してみたい」「ど
ちらかと言えばしてみたい」「どちらかと言えばして
みたくない」「したくない」の4件法とした。
　1回目の単元の1時間目にあたる2021年8月30日に事
前アンケートを実施し，その単元のゴール活動日の
2021年9月27日と次の単元のゴール活動日の2021年11
月8日に活動後のアンケートを実施した。
　「ゴール活動で，学級以外の人と交流したり発表し
たりしてみたいと思いますか」の理由としての自由記
述の内容については，SCAT15）を用いて分析した。
　分析方法として，まず，Microsoft ExcelでSCATの
分析ができるシートを作成する。そして，（1）アンケー
ト記述の中の注目すべき語句を抽出し，（2）その語句

を一般的な概念で言い換えを行う。次に，（3）それを
説明することのできる概念や語句を記入し，最後に，

（4）として，（1）～（3）から浮き上がるテーマ・構
成概念を生成する。そのコーディング後にストーリー
ラインとして，テーマや構成概念に至った経緯から記
述内容の意味を読み解き，理論として明らかにして
いった。

５．結果と考察

５．１．アンケートの数値結果と考察
　統計解析はSPSS Statistics 26を用い，事前，1回目
の単元のゴール活動日，2回目の単元のゴール活動日
の3時点における中央値の差をFriedmanの検定を用い
て比較した。「ゴール活動で，学級以外の人と交流し
たり発表したりしてみたいと思いますか」の問いに対
する結果が表2である。

図２　授業形態

表２　ICTを用いた校内交流のゴール活動に対する児童の学習意欲の変化（n=69）
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　Friedman検定を行った結果，p<0.001にて有意で
あった。事前アンケートでは，「してみたい」「どちら
かと言えばしてみたい」という肯定的な回答は，
62.3％であったが，1回目のゴール活動後には，82.6％
にまで上がり，2回目のゴール活動後には，86.9％と
なり，回が進むほど評価が上昇することを示した。
　本研究では，1校のみの分析であり，確定はできな
いが，同じ学校内であってもICTを用いた外国語交流
は児童のゴール活動への学習意欲を高める可能性があ
り，追実践の価値があると考える。また，先行研究13）14）

同様，交流を繰り返すことによる効果があった。しか
し，交流をどの程度継続的に行えば一定の学習意欲を
保持できるのかは不明であり，更なる検証が必要であ
る。

　本研究アンケートの数値結果から言えることは， 2
回以上の校内交流はゴール活動への学習意欲に効果が
ある可能性が高いことである。学習意欲向上の効果が
明らかとなれば，スモールステップの次の段階に進む
こともでき，継続的な実践により，児童にとっても指
導者にとっても，他国との交流への壁が低くなると言
える。

５．２．アンケートの自由記述分析
　「わからない」や無回答の回答を除く60名の回答の
結果，積極的な理由，消極的な理由は，表3の通りとなっ
た。回答数（人）には，複数回答も含まれている。

　積極的な理由としては，「初対面の人ともしてみた
い」「いろんなことをしたい」といった「新しい試み
への興味・関心」が一番多かった。ついで，「どこが
みんなと自分が違うのかを比べてみたい」「違う人の
発表なども聞いてみたいから」など，様々な人の考え
に触れることができるという「多様な考えへの興味・
関心」であった。3番目に多かった回答は，「新しい言
葉を覚えられる」「コミュニケーションが上手くなる
と思う」といった「技術面の向上」に関わる内容であっ
た。その他は，「多様な人とのコミュニケーションが
重要」「自分のことをみんなに知ってもらいたい」「分

からないことを学び合える」「英語で話すことは楽し
い」であった。消極的な理由として，最も多かったの
は，「英語だけでなく，そもそも人前で話すことや交
流が苦手」「緊張する」「恥ずかしい」という「性格的
な問題」であった。ついで，「英語で話すことが苦手」
といった「技能面での苦手意識」，「慣れていないこと
はしたくない」といった「新しい試みへの消極性」が
あった。
　次に，1回目のゴール活動の記述でのふりかえりに
ついて，特徴的な語句からコーディングした効果的な
点での結果が，表4である。

表３　学級外交流への事前アンケート（複数回答）

表４　ICTを用いた交流1回目のゴール活動の効果的な点（複数回答）
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　児童は，実際に行ってみることで，おおむね，楽し
くゴール活動に取り組めたことがわかる。事前アン
ケートよりも「新しい試みへの興味・関心」を示す回

答が3倍近くにのぼり，「多様な考えへの興味・関心」
に関する回答も増加している。
　課題点としての分類は，表5の通りである。

　イヤホンを用意できなかったことにより，環境的な
点での課題が大きくなった。
　事前アンケートで否定的な意見として最も多かった
内容が性格的な問題であったため，安心できるよう，
学級の中での同じグループは近くに座ることと，交流
の最初は自己紹介をすることを取り入れた。しかし，
それでも，8名にとっては，恥ずかしさや緊張，不安

があったことがわかる。技能面においての問題として
は，話す側が聞き手にわかりやすく話し，聞く側は，
わからないことを聞き返す，言い換えを求める工夫を
指導することで，個人差を気にせずにやり取りを楽し
める16）ことから，コミュニケーション・ストラテジー
の使用の積み重ねが肝要である。
　2回目の効果的な点が表6，課題点が表7である。

　1回目のアンケートからは，「新しい試みへの興味・
関心」の回答数が多かったが，2回目のアンケートでは，
「伝えたいことを伝えられた」「上手く発表できた」な
どの「自己効力感」に関わる回答が多く，「できた」
ことを実感できたことが窺える。次に多かった回答表
現は，「楽しかった」である。記述からは，何が楽しかっ
たのかが理解できない回答が多く，そのような回答を
「興味・関心」という1つのカテゴリーでまとめた。1
回目とは異なり，環境改善ができたことや慣れたこと
も，またやってみたいという意欲につながっていると
考えられる。

　課題点からは，性格的や技能面での問題がなくなり，
環境問題が残った形となった。性格的な問題を配慮し，
前回と同じメンバーで行ったことが不安や緊張を和ら
げたと考えられる。声や音声についての課題は，やり
取りが盛り上がると児童の声が大きくなりやすい傾向
から，一定の声の大きさで話す指導が必要となる。反
応や間，画面共有においては，回数を重ねれば，慣れ
て解決する問題であると言える。
　3人が「緊張した」「難しかった」という回答をして
いたものの，「今後も，ゴール活動で学級以外の人と
やり取りをしたり発表をしたりしてみたいと思います

表５　ICTを用いた交流1回目のゴール活動の課題点（複数回答）

表６　ICTを用いた交流2回目のゴール活動の効果的な点（複数回答）

表７　ICTを用いた交流2回目のゴール活動の課題点（複数回答）
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か」の問いに対して，「してみたい」「どちらかと言え
ばしてみたい」と回答していた。よって，同じ学校の
児童同士であっても学級外の人との交流は，良い意味
での刺激になっている可能性がある。
　

６．本研究の展望と課題

　本研究では，ICTを用いた他国との英語での交流を
汎用的，継続的に実施していくためのスモールステッ
プの第一段階として，同じ外国語習得の目標をもった
同じ学校の児童同士でICTを用いた交流を設定するこ
とによって，児童のゴール活動への学習意欲を高める
ことができるかを検証した。結果，回数を重ねるごと
に，ゴール活動に対する学習意欲が高まった。しかし，
1校のみの実践であるため，追実践での検証が必要で
ある。
　ゴール活動への学習意欲向上の理由として，1回目
は，「新しい試みへの興味・関心」や「多様な考えへ
の興味・関心」の割合が大きかったが，2回目では，「伝
えたいことを伝えられた」という「自己効力感」につ
ながる回答が大きく関連していた。このことから，児
童は，例え，同じ学校内であっても，学級以外の人と
英語で交流することを望んでいると言え，その活動は，
ゴール活動への学習意欲だけでなく，児童の自己効力
感を高める上で有効である可能性がある。
　ゴール活動における性格的，技術的な課題は，学級
の実態に即した手立てを行い，回数を重ねて慣れるこ
とで，緩和されていく可能性が窺えたことから，課題
点を改善していくことで，よりゴール活動への学習意
欲の向上が期待できる。
　本研究では，同一校内での研究であったが，単学級
を含め，学んだ英語でのコミュニケーションをすぐに
生かすことができる機会を増やすことで，「もっと英
語で話したい」と思える児童生徒を増やしていきたい。
また，指導者の負担を軽減した実践として，スモール
ステップでの全国展開を実現していきたい。一方，英
語に自信がもてる指導者を育成することができるよ
う，大学の養成においても力を入れていきたい。
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